
【校舎面積】
◎ 校舎面積については、小規模の学部・学科を想定した基準を新設｡

◎ 臨地実務実習が必修である等の特性を考慮し、卒業に必要な臨地
実務実習を実施するに当たり、実習に必要な施設の一部を企業等の
事業者の施設の使用に確保する場合等、一定の要件の下に、必要
校舎面積を減ずることを可能とする。
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○ 大学等は、専門職を担うための実践的かつ応用的な能力を育成・展開させるよう特別の教育課程を編成して教育を
行う学科（「専門職学科」）を置くことができることとし、専門職学科に係る基準の特例を定める。【平成３１年４月１日施行】

大学等の専門職学科の制度化について（案）
【大学設置基準・短期大学設置基準の改正】

【教育課程の編成方針】
◎ 産業界等と連携しつつ、教育課程を自ら開発・開設、不断に見直し。

◎ 「専門性が求められる職業を担うための実践的な能力及び当該職業
の分野において創造的な役割を担うための応用的な能力」の育成・展開
及び「職業倫理の涵養」に配慮。

【教育課程連携協議会】
◎ 産業界及び地域社会との連携による教育課程の編成・実施のための
「教育課程連携協議会」の設置を義務付け。

【開設授業科目】
◎ 開設すべき授業科目として、４つの授業科目を規定。

①一般・基礎科目 〔４年制で20単位以上／２年制で10単位以上〕
②職業専門科目 〔４年制で60単位以上／２年制で30単位以上〕
③展 開 科 目 〔４年制で20単位以上／２年制で10単位以上〕
④総 合 科 目 〔４年制で ４ 単位以上／２年制で ２ 単位以上〕

【実習等の重視】
◎ 卒業要件として、実習等による授業科目で一定単位数の修得を求める。

〔４年制で40単位以上／２年制で20単位以上〕

◎ 上記の実習等による授業科目には、企業等での「臨地実務実習」を一定単位
数含む。 〔４年制で20単位以上／２年制で10単位以上〕
※ やむを得ない事由があり、かつ、教育効果を十分にあげられる場合は、企業等と連携

した「連携実務演習等」による一部代替も可能とする。
〔４年制で５単位まで／２年制で２単位まで〕

【入学前の既修得単位の認定】
◎ 入学前に専門性が求められる職業に係る実務の経験を通じ、当該職業
を担うための実践的な能力を修得している場合に、当該実践的な能力の
修得を授業科目の履修とみなし単位認定できる仕組みを整備。

〔４年制で30単位まで／２年制で15単位まで〕

【専任教員数】
◎ 専任教員数については、小規模の学部・学科を想定した基準を新設。

【実務家教員】
◎ 必要専任教員数のおおむね４割以上は「専攻分野におけるおおむ
ね５年以上の実務の経験を有し、かつ、高度の実務の能力を有する
者」（実務家教員）とする｡

◎ 必要専任実務家教員数の二分の一以上は、研究能力を併せ有す
る実務家教員とする｡

※ 大学等での教員歴、修士以上の学位、又は企業等での研究上の業績のい

ずれかを求める｡

◎ 必要専任実務家教員数の二分の一以内は、「みなし専任教員」（専任教
員以外の者であっても、１年につき６単位以上の授業科目を担当し、かつ、
教育課程の編成その他の学部・学科の運営について責任を有する者）で
足りるものとする｡

【入学者選抜】
◎ 実務の経験を有する者その他の入学者の多様性の確保に配慮した
入学者選抜を行うことを努力義務として規定。

【同時に授業を行う学生数】
◎ 同時に授業を行う学生数については、原則として４０人以下。

※教育上必要があり、かつ十分な教育効果をあげられる場合にはこの限りでrない。
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社会人学生

高校卒業後の学生
普通科卒業生
専門高校卒業生など

…
社会人学生、短大・専門学校卒業後の学生など

大学の専門職学科による新たな履修スタイルの例（イメージ）
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実務の経験を有する学生については、科目履修免除可
（臨地実務実習科目、資格系科目）

大 学 で の 授 業

初級資格の取得

○例えば、
･ 午前は企業等での実務実習に毎日従事、午後は大学で授業を受講（２年次以降の３年間）。

※ 座学で学んだ知識を実体験を通じ定着。現場の課題意識を大学の授業での学修にフィードバック。

･ 社会人学生については、その実務経験や保有資格等を勘案して、企業内実習や資格系科目等の単位を
予め単位認定（科目履修免除）。
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各分野における新たな専門職業人材養成の構想例（イメージ）

≪観光分野≫ ≪情報分野≫

例えば、

○ 旅行、運輸、ホテル、テーマパークなど多様な実習先と連携して、
長期・有償の企業実務実習を実施。
※ １つの企業で多部門（事業の各部門、営業、広報など）の業務を経験。

○企業等と協働し、現場の課題に即応した科目やカリキュラムを編成。
※ 企業向け職員研修プログラムの開発・提供等も受託。

○ 企業等から現職の実務家教員を招聘し、現場の生きた知識を
教授（実務家教員は学生の就職指導等にも貢献）。

●接客、旅行等の職種における高度な専門性に加え、マネジメン

トやマ－ケティング、経営など、関連分野のより広い能力を育成。

→ サービス向上や地域の観光ブランド化等の先導役
となる人材を養成

●情報分野の特定職種における高度の専門技術に加え、他職種・
他分野の関連技術や経営等に関する基礎知識等を広く修得。

→ 社会のニーズを的確に捉え新しい商品・サービス
等を提案・実装していくＩＴ人材を育成

産業界との連携

【これまでの教育】

例えば観光学部で、社会学、経営学、
地域科学等のアプローチから、観光に
関する幅広い学問知識等を教授。

→ 卒業生は、幅広い分野で多様な
業務に従事。

大学等
旅行業、ホテル業等の各業種ごとに、
当該業種の事業部門で直接必要とな
る教育を実施。

→ 当該業種での即戦力となる実務

人材を輩出

専門学校

専門職大学等／大学等の専門職学科
【新しい教育】

専門職大学等／大学等の専門職学科

企画・構想力の
基盤となる幅広い

知識・教養

専攻する職業分野・
職種における専門的・

実践的な能力

業務改善や起業等
に必要な経営･マネ
ジメントの知識等

企画・構想力の
基盤となる幅広い

知識・教養

専攻する職業分野・
職種における専門的・

実践的な能力

業務改善や起業等
に必要な経営･マネ
ジメントの知識等

例えば、

○ 情報通信系の大手企業グループと広範にわたり連携（実務家教員の
人材提供、校地・校舎施設の貸与、企業内実習の受入れなど）。

○ 各種企業からの委託を受け、プロジェクトベース（ビジネスベース）の
演習・実習授業等を展開。

※学生が、学科･専攻の枠を超えたチームを編成して、プロジェクト課題に取組み。

○ 大学と企業等との間で相互に人事交流。
※ 企業等は、現職の実務家を大学へ出向させて、後継を育成。
※ 大学は教員を派遣して、企業等における最新技術等の知識を更新。

産業界との連携

【これまでの教育】

例えば､工学部情報工学科等で、コン
ピュータ（ソフトウエア、ハードウエア、

データベース、ネットワーク等）の原理
と応用に関する体系的な教育を実施。

→ 当該分野の研究者・技術者を養成。

大学等

プログラマー養成、ＣＧデザイナー養成等、
各職種に応じた実務の教育を実施。

→ ＩＴ企業で受注した製品の開発・
制作に携わるエンジニア等を養成。

専門学校

教育課程連携協議会における産学間協議 教育課程連携協議会における産学間協議

・宗教学 ・美術史
・日本の伝統文化
・国際比較文化
・人文・自然地理学
・環境・景観論

など

・旅行産業論 ・旅行業法・約款
・鉄道・航空運賃 ・旅行企画
・観光外国語 ・観光プロデュース
・ホスピタリティ ・宿泊産業論
・海外研修 ・長期企業実習

など

※在学中に関連資格取得 （旅行業務取扱管理者、ＡＸＥＳＳ（航空予約・発券システム）検定、ＴＯＥＩＣなど）

・マーケティング
・リスクマネジメント
・サービスマネジメント
・ホテルマネジメント
・観光事業経営

など

・統計数理 ・英語
・テクニカルライティング
・デザイン・色彩
・ユーザーインターフェイス
・現代文化論 ・芸術
・メディア論

など

・ソフトウエア概論 ･ハードウエア概論
･ネットワーク概論 ･データベース概論
･アルゴリズム ･システム設計
･企画･仕様書作成 ･制作管理
･各種プログラミング ･各種ＣＧツール
・チーム制作 ・企業実務実習

など

・簿記会計･財務諸表
・企業経営
・顧客要求分析
・プロジェクト管理
・プロジェクト演習
・知的財産管理

など

【新しい教育】
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